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第20期 定時株主総会

東京エレクトロン デバイス株式会社

平成17年6月21日
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・第20期（平成17年3月期） 決算報告

・第20期（平成17年3月期） ト ピ ッ ク ス

・第21期（平成18年3月期） 業績予想

・第21期（平成18年3月期） 活動方針

報 告 事 項
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第20期(平成17年3月期) 決算報告

・ 損益状況

・ 財政状態

・ キャッシュ・フロー
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14.2％13.8％株主資本利益率

2.2

3.2

3.5

13.2

100.0

百分比％

562人

20,597.25円

1,916

2,820

3,106

11,666

88,079

第20期 増減率第19期

35,991.94円1株当たり利益

14.12.0 1,680当期純利益

534人従業員数

3.4

3.7

13.3

100.0

百分比％

▲4.5

▲2.4

2.5

2.7

％

2,952経常利益

3,182営業利益

11,377売上総利益

85,738売上高

（単位：百万円）
損益計算書損益状況

（注) 平成16年9月15日をもって普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行っており、
第20期の1株当たり利益は、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。
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第20期第19期

2.7100.088,079100.085,738合 計

3.3

3.1

5.4

88.2

構成比％

3.4

3.5

5.1

88.0

構成比％

2,897

2,726

4,801

77,655

売上高

▲1.6

▲9.1

11.0

2.9

増減率
％

2,944一般電子部品

2,998ソフトウェア

4,325ボード製品

75,468半導体製品

売上高

品目別売上高
（単位：百万円）

損益状況

＊各品目についてのご説明は、巻末の用語説明をご参照ください。
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半導体製品内訳

損益状況

単体電子部品
1.0%

ﾏｲｸﾛﾌﾟﾛｾｯｻ
9.0%

光学部品
6.2%

汎用 I C
14.8%

ﾒﾓﾘｰ IC
13.3%

専用 I C
24.5%

カスタム I C
31.2%

＊各品目についてのご説明は、巻末の用語説明をご参照ください。
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仕入先別売上構成

損益状況

その他 富士通

ﾋﾟｸｾﾙﾜｰｸｽ

ｻﾞｲﾘﾝｸｽ

ｵﾝｾﾐ

ﾘﾆｱﾃｸﾉﾛｼﾞｰ
ｱｼﾞﾚﾝﾄ

ﾌﾘｰｽｹｰﾙ

ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ

ｲﾝﾌｨﾆｵﾝ
TI

（注） 社名は敬称を略し、略称を使用させていただいております。
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ﾊﾟｿｺﾝ、ﾌﾟﾘﾝﾀｰ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰｺﾝﾋﾟｭｰﾀ及び周辺機器

半導体試験装置、計測器、医療機器産業機器

ｶｰﾅﾋﾞｹﾞｰｼｮﾝ、ｶｰｵｰﾃﾞｨｵ車載機器

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ、 液晶・ﾌﾟﾗｽﾞﾏTV、DVD民生機器

携帯電話端末、交換機、基地局通信機器

主な最終製品分 野

通信機器

コンピュータ及び周辺機器

民生機器

産業機器

分野別売上構成損益状況

15％

35％

22％

26％

車載機器 2％
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顧客別売上構成

損益状況

その他

三洋電機

松 下

ソニー

エプソン

日 立 シャープNEC

沖電気

三菱電機 富士通

東 芝

(注）社名は敬称を略し、略称を使用させていただいております。
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財政状態

円

▲ 122,890.68

円

154,285.18

円

277,175.861株当たり株主資本

％

5.4

％

39.5 

％

34.1 株主資本比率

百万円

1,441

百万円

14,216

百万円

12,775株主資本

百万円

▲1,435

百万円

35,988

百万円

37,424総資産

増 減第20期第19期

財政状態

（注） 19期 期末発行済株式数 46,000株
20期 期末発行済株式数 92,000株
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▲4442,4772,921固定資産

▲99133,51034,502流動資産

増減額第20期第19期科 目

37,424

2,206

368

346

867

12,555

20,441

638

▲7371,468投資その他の資産

▲103764その他流動資産

418765有形固定資産

▲125243無形固定資産

▲1,43535,988資 産 計

240879現預金

▲1,90510,649たな卸資産

77621,217受取手形・売掛金

貸借対照表（資産）
（単位：百万円）

財政状態
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2,0005,0003,000短期借入金

▲5,1315,948 11,080固定負債

2,25515,82413,569流動負債

▲1,43535,98837,424負債・資本計

1,44114,21612,775資本計

1,4419,6658,224利益剰余金

増減額第20期第19期科 目

2,054

2,495

24,649

3,080

8,000

2,956

7,612

－2,495資本金

▲5,0003,000長期借入金

▲1312,948その他固定負債

▲2,87621,772負債計

－2,054資本剰余金

9738,585買掛金

▲7182,238その他流動負債

（単位：百万円）
貸借対照表（負債・資本）財政状態
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キャッシュ・フロー計算書

85240155増減額

155638483現金及び現金同等物の期首残高

240879638現金及び現金同等物の期末残高

▲1,458▲3,457▲ 1,998財務活動によるキャッシュ・フロー

▲350▲593▲ 243投資活動によるキャッシュ・フロー

1,891 4,2912,399営業活動によるキャッシュ・フロー

増 減第20期第19期

（単位：百万円）

キャッシュ・フロー
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第20期 平成17年3月期 ト ピ ッ ク ス

◆ 株式分割実施（分割比率 １ : 2）

◆ 営業拠点の拡充

京都、浜松、三島にセールスオフィス開設

東京エレクトロン デバイス香港設立

◆ ISO １４００１取得
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第21期 平成18年3月期 業績予想
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1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

平成14年3月期 平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期

受注変化推移

平成13年10月
～12月基準

165億円

（倍）

188億円
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第21期 平成18年3月期 連結業績予想

▲12.71,6701,030640当期純利益

－6,000円3,000円3,000円1株当たり配当金

第21期（平成18年3月期）予想

（平成17年4月28日発表）

1.8 2,8701,7601,110経常利益

▲3.5 85,00045,00040,000売上高

対前期比

増減率（％）通 期下 期上 期

（単位：百万円）

予想 株主資本利益率 ：11.3％

＊連結子会社：東京エレクトロン デバイス香港
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◆ 東京エレクトロン デバイス香港の立ち上げ
今期売上計画42億円

◆ 新規顧客の開拓
高付加価値商品の販売促進

◆ 開発ビジネス
自社ブランド商品の開発・販売に注力

第21期 平成18年3月期 活動方針
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開発ビジネスについて

（イ ン レ ビ ア ム）
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設計受託

自社ブランド
商品

開発ビジネス

お客様要求
設計依頼

市場
マーケティング

設計開発
センター

高付加価値事業への取組み
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

14/3期 15/3期 16/3期 17/3期 18/3期（予）

（百万円）

自社ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ商品

設計受託
16億円

17.5億円

23億円

32億円

計画値37億円

開発ビジネス 売上高推移・計画
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企業文化

◆ 権限委譲

◆ 正直で公平な行動

企業目標

お客様・仕入先から信頼される

「No.1 技術商社」を目指します。
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第１号議案 第20期利益処分案承認の件

第２号議案 取締役1名選任の件

第３号議案 監査役2名選任の件

第４号議案 会計監査人1名選任の件

第５号議案 退任取締役及び退任監査役に対し

退職慰労金贈呈の件

第６号議案 ストックオプションとして新株予約権を

発行する件

決 議 事 項



TOKYO ELECTRON DEVICE LIMITED 24

第１号議案 「第20期利益処分案承認の件」

667,636,885

1,598,000,000

276,000,000

22,000,000

1,300,000,000

2,265,636,885 Ⅰ 当期未処分利益

Ⅱ 利益処分額

（1） 株主配当金

(１株につき3,000円)

（2） 取締役賞与金

（3） 任意積立金

別途積立金

Ⅲ 次期繰越利益

金 額摘 要

（単位：円)

（注) 平成16年12月6日に230,000,000円（1株につき2,500円）の中間配当を実施いたしました。
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第２号議案 「取締役１名選任の件」

－昭和46年４月 東京エレクトロン株式会社入社
平成２年12月 同社取締役
平成８年６月 東京エレクトロンFE株式会社専務取締役
平成12年４月 同社取締役社長
平成15年４月 東京エレクトロン株式会社執行役員

Tokyo Electron Korea Ltd.取締役社長
平成17年４月 当社理事

(現在に至る)

古 垣 圭 一
(昭和22年8月31日生)

所有する当
社の株式数

略歴及び他の会社の代表状況
氏 名

(生 年 月 日)
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第３号議案 「監査役２名選任の件」①

49株昭和59年10月 東京エレクトロン株式会社入社
平成11年４月 東京エレクトロン山梨株式会社

（現 東京エレクトロンAT株式会社）
取締役

平成13年７月 同社常務取締役
平成14年６月 当社常勤監査役

(現在に至る)

矢 崎 一 洋
(昭和20年9月26日生)

１

所有する当
社の株式数

略歴及び他の会社の代表状況
氏 名

(生 年 月 日)
候補者
番 号

（注)  矢崎 一洋氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」
第18条第１項に定める社外監査役の候補者であります。
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第３号議案 「監査役２名選任の件」②

７株昭和58年５月 東京エレクトロン株式会社入社
平成６年４月 東京エレクトロンＦＥ株式会社

取締役
平成８年10月 当社常務取締役
平成11年６月 当社取締役退任
平成14年６月 当社取締役

(現在に至る)

遠 山 憲 一
(昭和22年3月8日生)

２

所有する当
社の株式数

略歴及び他の会社の代表状況
氏 名

(生 年 月 日)
候補者
番 号

（注)  遠山 憲一氏は、本総会終結の時をもって、当社取締役を辞任されます。
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第４号議案 「会計監査人１名選任の件」

東京都港区虎ノ門
一丁目18番1号
公認会計士
桜友共同事務所

事 務 所

平成10年４月 公認会計士登録
平成13年３月 公認会計士 桜友共同事務所

構成員
(現在に至る)

鈴 木 智 喜
(昭和47年1月27日生)

略 歴
氏 名

(生 年 月 日)
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平成14年６月 当社取締役
(現在に至る)

遠 山 憲 一

平成11年６月 当社常勤監査役
(現在に至る)

木 村 嘉 男

略 歴氏 名

第５号議案 「退任取締役及び退任監査役に対し
退職慰労金贈呈の件」
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第６号議案 「ストックオプションとして新株予約権を発行する件」

無 償新株予約権の発行価額

350個（上限）新株予約権の個数

普通株式 350株（上限）目的となる株式の種類及び数

当社の取締役及び執行役員割当対象者

・新株予約権を発行する理由
当社の取締役及び執行役員の業績向上に対する意欲や士気を
高めるとともに、株主価値を重視した経営の推進を図るため

＜新株予約権の内容（１）＞
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第６号議案 「ストックオプションとして新株予約権を発行する件」

①新株予約権の分割行使はできないものとする

（新株予約権１個を最低行使単位とする）

②その他の権利行使の条件は、新株予約権発行

の取締役会決議及び同決議に基づき締結される

新株予約権割当契約に定めるところによる。

新株予約権の行使条件

新株予約権発行日から10年間の範囲内権利行使期間

新株予約権発行日の属する月の前月の各日の

終値の平均値に1.05を乗じた金額

ただし、当該金額が新株予約権発行日の終値を

下回る場合は、当該終値を払込金額とする

各新株予約権の行使に際して

払込みをなすべき金額

＜新株予約権の内容（２）＞
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補足資料

一般電子部品

ソフトウェア

ボード製品

半導体製品

ｵﾝ･ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀ-社単体電子部品

ｱｼﾞﾚﾝﾄ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ社、ﾕｰﾃﾞｨﾅﾃﾞﾊﾞｲｽ(株)光学部品

AMD社、ﾌﾘｰｽｹｰﾙ・ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀ社、富士通(株)、TI社ﾏｲｸﾛﾌﾟﾛｾｯｻ

ﾒﾓﾘｰI C

汎用I C

専用I C

ｶｽﾀﾑI C

品 目

ｺｰｾﾙ(株)、ｺｰﾋﾟﾝ社

ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ社

ｲﾝﾃﾙ社/ﾀﾞｲｱﾛｼﾞｯｸ製品、ﾓﾄﾛｰﾗ社

ﾘﾆｱﾃｸﾉﾛｼﾞｰ社、ｵﾝ･ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀ-社、TI社

富士通(株)、ｻﾞｲﾘﾝｸｽ社

AMD社、富士通(株)、IDT社

ｲﾝﾌｨﾆｵﾝ社、富士ﾌｲﾙﾑﾏｲｸﾛﾃﾞﾊﾞｲｽ(株)、ﾌﾘｰｽｹｰﾙ･ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀ社、
ﾋﾟｸｾﾙﾜｰｸｽ社、ｻﾞｰﾘﾝｸ・ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀー社、ｲﾝﾚﾋﾞｱﾑ

主 な 仕 入 先 名

品 目 別 仕 入 先 名
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用 語 説 明(１）

演算機能、電子機器の頭脳ﾏｲｸﾛﾌﾟﾛｾｯｻ、DSPﾏｲｸﾛﾌﾟﾛｾｯｻ

色々な用途に共通に使用されるI C
汎用ﾘﾆｱI C（ｱﾅﾛｸﾞI C）

汎用ﾛｼﾞｯｸI C
汎用I C

お客様の仕様に応じて作られる固有I C
ASIC

PLD
ｶｽﾀﾑI C

増幅、整流などの機能を持つ部品整流素子、ﾄﾗﾝｼﾞｽﾀ単体電子部品

電気を光に変換して使用するI C発光ﾀﾞｲｵｰﾄﾞ、ﾌｫﾄｶﾌﾟﾗ光学部品

記憶用IC、書込み、読出しが可能なものや
読出しのみのものがある

DRAM、SRAM

ﾌﾗｯｼｭﾒﾓﾘ
ﾒﾓﾘｰI C

特定用途用に作られた専用I C
画像処理用I C

通信用・ﾈｯﾄﾜｰｸ用I C
専用I C

機 能主な取扱商品半導体製品

補足資料
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用 語 説 明（２）

機器間を接続するコネクタやケーブル、
液晶表示部品、電源など、電子機器
には不可欠な周辺部品

一般電子部品

マイクロソフト社の産業機器に組み込
まれるOSを中心に販売（PC用以外）

ソフトウェア

プリント配線基板上にI C、電源、コネ
クタなどの部品を実装した製品

ボード製品

補足資料
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